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井上
いのうえ

 庄
しょう

吾
ご

 愛知県農業協同組合中央会 専務理事 ○  

梅田
う め だ

 佳
よし

宏
ひろ

 日本労働組合総連合会愛知県連合会 社会政策局長  ○  

大島
おおしま

 純子
じゅんこ

 愛知県小中学校長会給食委員会 副委員長 ○  

小川
お が わ

眞由美
ま ゆ み

 愛知県食生活改善推進員連絡協議会 副会長 ○  

加古
か こ

三津代
み つ よ

  公益財団法人愛知県学校給食会 理事長       代理  

川島
かわしま

 敬一
けいいち

 愛知県酪農農業協同組合 参事 ○  

北谷
き た や

 万也
ま や

 生活協同組合コープあいち 理事 ○  

金
きん

  兌
て

 勝
すん

 一般社団法人愛知県薬剤師会 常務理事 ○  

草野
く さ の

由美子
ゆ み こ

 愛知県小中学校ＰＴＡ連絡協議会 副会長       ○  

栗木
く り き

 節子
せ つ こ

 愛知県国公立幼稚園・子ども園長会 副会長 ○  

小池
こ い け

くるみ 日本チェーンストア協会中部支部 参与       ○  

小林
こばやし

えつ美
み

 公募委員 ○  

酒井
さ か い

 映子
え い こ

 愛知学院大学 教授 ○  
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和出委員
愛知県漁業協同組合連合会

代表理事常務

渡邉委員(代理 小川常務理事)
(一社)愛知県歯科医師会

会長

梅田委員
日本労働組合総連合会愛知県連合会
社会政策局長

杉野委員
愛知県栄養教諭・学校栄養

職員研究協議会　会長

伊藤委員
（公社）愛知県医師会
理事

井上委員
愛知県農業協同組合中央会
専務理事

加古委員（代理　浦瀬常務理事）
（公財）愛知県学校給食会
理事長

小川委員
愛知県食生活改善推進員
連絡協議会　副会長

北谷委員
生活協同組合コープあいち
理事

金委員
(一社)愛知県薬剤師会
常務理事

丸山委員
(公財)愛知県健康づくり

振興事業団　常務理事

草野委員
愛知県小中学校PTA連絡協議会
副会長

長谷川委員
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副会長

山本委員
愛知県経営者協会
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愛知消費者協会
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川島委員
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会長
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会長

大島委員
愛知県小中学校長会
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（社福）愛知県社会福祉協議会
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愛知県食育推進会議条例（平成１８年３月２８日愛知県条例第４号） 

 

（設置） 

第一条 食育基本法（平成十七年法律第六十三号）第三十二条第一項の規定に基づき、愛知県食

育推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二条 推進会議は、愛知県食育推進計画を作成し、及びその実施を推進する。 

 （組織） 

第三条 推進会議は、会長及び委員二十九人以内で組織する。 

２  会長は、知事をもって充てる。 

３  会長は、会務を総理する。 

４  会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５  委員は、食育に関して十分な知識と経験を有する者その他知事が必要と認める者のうちか

ら、知事が任命する。 

６ 委員の任期は、二年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

７ 委員は、再任されることができる。 

（会議） 

第四条 推進会議は、会長が招集する。 

２ 推進会議においては、会長が議長となる。 

３ 推進会議は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者）及び半数以上の委員

が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

４ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（専門委員） 

第五条 推進会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して十分な知識と経験を有する者のうちから、知事が任命

する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（雑則） 

第六条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が推進会議に

諮って定める。 

附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



愛 知 県 食 育 推 進 会 議 運 営 要 綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、愛知県食育推進会議条例（平成１８年条例第４号）第６

条の規定に基づき、愛知県食育推進会議（以下「推進会議」という。）の運営

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（会長代理） 

第２条 会長に事故があったときは、愛知県農林水産部長である委員がその職

務を代理する。 

 

（委員の代理者） 

第３条 委員は、やむを得ない事情により推進会議に出席できないときは、代

理者を出席させることができる。 

２ 前項の場合は、別記様式により会長に届け出なければならない。 

 

（会議の公開） 

第４条 会議は、原則として公開するものとする。ただし、次の各号のいずれ

かに該当する場合であって、推進会議の議決により会議の一部又は全部を公

開しない旨を決定した場合は、この限りでない。 

（１）愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規定す

る不開示情報が含まれる事項に関して調査審議等を行う場合 

（２）会議を公開とすることにより、当該会議の適正な運営に著しい支障が生

ずると認められる場合 

 

（会議録） 

第５条 会長は、会議を開いたときは会議録を作成する。 

２ 会議録には、次の各号に掲げる事項を記載する。 

（１）会議の日時及び場所 

（２）出席者の氏名 

（３）会議に付した案件及び議事の経過 

（４）議決した事項 

（５）その他参考事項 

３ 会議録は、出席した委員のうち会長が指名する２名が署名する。 

４ 会議録の保存年限は、５年とする。 



 

（庶務） 

第６条 推進会議に関する庶務は、愛知県農林水産部食育推進課において処理

する。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定めるものとす

る。 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成１８年５月３０日から施行する。 

 この要綱は、平成２６年６月１０日から施行する。 

 

 


